
外交による中東情勢の平和的解決と国民生活の安定を求め

る意見書 

 

中東地域における武力衝突の激化と、それに伴う連鎖的な攻撃

の応酬により、民間人を含む甚大な人道的な被害が発生しており、

国際社会に深刻な懸念をもたらしている。 

この状況は、「平和都市宣言」を行い、世界の恒久平和の実現を

願う台東区の議会として、深く憂慮するものである。 

我が国は、国際協調を基本として、国際社会の平和と安定を脅

かす様々な課題の解決に向け、積極的に取り組んできた国家とし

て、昨今の中東情勢をめぐる緊張の緩和と、事態の鎮静化に向け

た外交努力を一層推進することが求められている。 

よって、台東区議会は、国に対し、下記の事項を要望する。 

 

１ 関係国及び国際社会と連携し、外交による平和的解決に向け

た取り組みを一層推進すること。 

２ 紛争（原油価格高騰等）による影響が国民生活に支障をきた

さないよう、万全の対策を講じること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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